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（ポイント） 

古くから民意を反映する方法として投票が用いられており、その多くは単純多数決方式に依って

いるが、そのような投票方式については様々な観点から問題点が指摘されている。本稿は、３回の

シリーズで、単純多数決の問題点を解決しうる投票方式について論じた。まず社会的選択理論で呈

示されている「ボルダ投票」と公共経済学理論で呈示されている「余命投票」の基本的な仕組みを示

し、これらの投票方式がどのように現行の投票制度の問題点の解決策となっているのかを解説した。

その上で、ボルダ投票がどのような条件下で財政赤字問題の解決に役立つのか、また現行制度から

余命投票制度への移行はどのような条件の下であれば可能なのか、理論的分析を示した。 

 

１．序説 

 

「民意」との言葉は様々な場面で溢れている。しかし「民意」とは何だろうか。必ずしも一義的に定め

られるわけではないが、主権者たる「人民」の表明する「意志」を「民意」と定義してもさほど違和感は

ない。では、そのような「民意」は具体的にどのように表明されるのだろうか。大抵の場合は投票に基づ

く選挙により表明されるとされるだろう。しかし「民意」を具体化するその投票の仕組み自体について

は、民主主義の根幹でありながら、顧みられることはあまり多くない。実は、後述するように、投票の仕

組みが変わることにより、その結果、すなわち「民意」の具体形が変わってしまうことはしばしばある。

Ortega (1930, p.207)は『大衆の反逆』において「民主主義は、その形式や発達程度とは無関係に、一つの

とるにたりない技術的細目にその健全さを左右される。その細目とは、選挙の手続きである。それ以外の

ことは二次的である。もし選挙制度が適切で、現実に合致していれば、なにもかもうまくいく。もしそう

でなければ、ほかのことが理想的に運んでも、なにもかもだめになる。」と書いているくらいである。本

稿では、経済理論の知見も借りつつ、有権者の意志の集約方法である投票制度について既存研究や筆者

らの研究を踏まえて紹介し、それが実際の財政などにどのような影響を与えることになるかを３回に分

けて概説することとする。 

投票自体は、いつ発明されたのか、今となっては定かではないが、紀元前５世紀の古代ギリシャでは既

に現在と同様の秘密投票が導入されていたことは知られている（Stephan, 2012）。今や、PTA や同窓会と

いった小集団から国政選挙といった大規模な選挙にまで、遍く採用されている投票という仕組みは、既
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に十分と言って良いほど我々の間に普及しているが、投票制度をよく見てみると、我々に最も馴染みの

ある単純多数決、すなわち最多得票を得たものを当選とするという制度ばかりではないことに気付かさ

れる。 

例えば比例代表制は、「各政党の得票率に応じて議席数を配分する制度1」である。フランスの大統領選

は、単記２回投票制であり、第１回目の投票で有効投票総数の過半数を獲得した候補者がいなければ、上

位２候補の間で決選投票が行われる仕組みとなっている（菅野, 2017）。裁判員裁判における評決でもあ

る種の投票の仕組みが取り入れられており、裁判官３人と裁判員６人の評議で決める「量刑」について、

評議を尽くしても全員の意見が一致しなかったときは、過半数の者の意見によることとされ2、そのよう

な意見がなければ裁判官３人と裁判員６人の意見の中央値に相当する量刑によることとされている3。こ

のように、必ずしも投票とは単純多数決によることを意味しない。 

それでは、我々に最も馴染みのある単純多数決にはどのような特徴があるのか、その代替案として挙げ

られる投票制度としてはどのような制度がありどのような特徴があるのか、更には先進国を始めとする

諸外国の少子化や財政赤字といった状況を踏まえた上でどのような制度が提案されているのか、そのよ

うな点について、関連する最近の経済学の研究を紹介することとする。 

なお、様々な投票制度を図表１に紹介しているが、このうちボルダ投票方式については本レポートの次

節で詳述する。また、次レポートや次々レポートでは技術的な話も取り扱うが、その部分は読み飛ばして

も大意は理解できるようになっている。 

 

２．投票理論の概観 

 

投票理論全般について、詳細に記述することは本稿の領域を超えるので、専門の書籍4に譲ることとし、

本稿では単純多数決とその代替案に焦点を絞って説明する。 

単純多数決で２つの選択肢を選ぶ場合は、特段の懸念点はないだろう5。しかし、単純多数決で３つ以

上の選択肢を選ぶ場合はどうだろうか。３つ以上の選択肢を単純多数決で決めるときに、「票割れ」とい

う現象が起こりうることが知られている。共和党からジョージ・W・ブッシュ、民主党からアル・ゴア、

そのほかラルフ・ネーダーなどが立候補し、ジョージ・W・ブッシュが第 43 代の大統領に選ばれた 2000

年のアメリカ大統領選における指摘を紹介する。 

 

                                                  
1 参議院ホームページ（http://www.sangiin.go.jp/japanese/goiken_gositumon/faq/a10.html ）からの引用。 
2 但し裁判官と裁判員が各１人以上賛成していることが前提。 
3 但し、裁判官の意見のうち最も重い量刑を上回ることはできない。 
4 坂井（2013）、浅古（2016）等 
5 専門的に言えば、メイの定理により、選択肢が２つのとき、単純多数決は匿名性、中立性、正応答性を満たす唯一の社会

選択関数であるということが知られている（May, 1952）。すなわち、一定の前提の下、選択肢が２つの時、単純多数決は

最良の投票制度であるということが数学的に証明されている。 
もっとも、選択肢が２つであっても、諸般の事由により単純多数決が採用されていない例がある。例えば憲法９６条で

は「この憲法の改正は、各議院の総議員の三分の二以上の賛成で、国会が、これを発議し、国民に提案してその承認を経

なければならない。」とされている。米国連邦議会でも憲法修正条項の追加については両議院の三分の二が必要と認めるこ

とが条件とされている。この特別多数の「三分の二」について、コンドルセ・サイクルが存在しないための絶対多数が1െ
ଵ

௘
≅ 63~64% ൎ

ଶ

ଷ
である（Caplin & Nalebuff, 1988）ことから理論的に裏付けを与えようとする試みもある。 
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ネーダーが立候補を決める事前の世論調査では，ゴアのほうが，ブッシュよりも優勢だった。

しかしネーダーが立候補を決めると，その様子は変わってきた。ネーダーの政策や主張はゴアの

ほうに近いため，ネーダーがゴアの票を食ったのだ。こうした現象を「票の割れ」という。激戦

の選挙で，ネーダーはゴアの票をわずかだが致命的に食った。票の割れが起こった結果，ブッシ

ュは漁夫の利で逆転勝利をおさめ，2001 年に大統領の座に就いた。 

坂井（2018）p.1 から引用 

 

ここにあるように、単純多数決では、票田を同じくするような選択肢が複数ある場合、票が割れてしま

うため、結果としてそれ以外の選択肢が選ばれやすくなるという特徴がある。同様の事例は過去の米国

大統領選を始め、様々な国で報告されている。このような点に対応するために、前章で紹介した比例代表

制や２回投票制を始め、ボルダ投票、コンドルセ方式、是認投票など様々な投票制度が提唱されており、

                                                  
6 Gilbert (2009), Richie (2004) 
7 Young (1988) 
8 Schulze (2018) 
9 Mowbray & Gollmann (2007) 

図表１ 投票制度の概観 

投票制度 概要 採用国等 

単純多数決 最多得票を得たものが当選 我が国を始め多数国 

比例代表 各政党の得票率に応じて議席数を配分 我が国を始め多数国 

選好投票 投票者が選好順序に従って候補に順位を付ける

投票方式の総称 

（候補に１番、２番といった数字を付けて投票す

る。） 

 

 優先順位付投

票制 

投票者の過半数から１番（最優先）を得る候補が

いれば当選。いなければ、最優先のランキングが

最も少ない候補は落選し、その候補の票は次のラ

ンキングに基づき他の候補に移譲される。これ

を、最優先を過半数の投票者から得る候補が出る

まで繰り返す。 

米国の一部の州、オー

ストラリア、アイルラ

ンド、パプアニューギ

ニア、フィジー6 

 ボルダ投票方

式 

例えば候補が５つある場合、有権者は１番と思う

候補に５点、２番と思う候補に４点、３番と思う

候補に３点、４番と思う候補に２点、最下位と思

う候補に１点を与え、最多得点を得た候補が当

選。 

スロベニア、キリバス、

ナウル 

 コンドルセ方

式 

全ての候補について一騎討ちの総当たり戦を行

い、最も好まれる候補を当選とする。なお、選好

順序に循環が生じ、当選する候補が出てこない場

合（コンドルセ・パラドックス）は、最尤法等に

基づき、候補者を決定7。 

スウェーデン海賊党、

ウィキメディア財団等
8 

是認投票 投票者は複数の候補に投票でき、得票数が最多の

候補が当選 

13世紀ヴェネツィア共

和国等9 
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最近ではポズナーとワイルによる『ラディカル・マーケット』でも提唱されている「二次の投票」が注目

されることもあるが、ここでは次レポートとの兼ね合いからボルダ投票について紹介する10。 

 ボルダ投票とは、例えば選択肢が５つある場合、有権者は１番と思う選択肢に５点、２番と思う選択肢 

に４点、３番と思う選択肢に３点、４番と思う選択肢に２点、最下位と思う選択肢に１点を与える投票方

式である。その上で、最多得点を得た選択肢が当選となる。 

ボルダ投票の適用例として図表２を挙げるが、この場合、木村候補が最高得点を獲得しているので当選

となる。単純多数決投票においては、各有権者がボルダ投票で５点を与えた候補者に票を投じるものと

仮定する11と、河野候補が２票を獲得して当選することとなる。このように、ボルダ投票と単純多数決投

票では一般的に結果が異なることとなる。これは、単純多数決投票では有権者は１票しか投じることが

できないのに対し、ボルダ投票ではより広範に点数を投じることができるので、後者の投票制度では多

くの人から比較的良い評価を得られる候補者が当選しやすくなるからである。このようなボルダ投票は、

一般的に票の割れを起こしづらいと考えられている。例えば票田を同じくする候補者が２人いたとして

も、それらの候補者を支持する有権者は両者に対して高得点を与えることができるからである。このボ

ルダ投票にも弱点はある12が、同時に票の割れに強いなどの特長も見て取ることができる。 

この投票制度は、ジャン＝シャルル・ド・ボルダ（Jean-Charles, chevalier de Borda）が 1770 年に考案し

                                                  
10 理論的にも、スコアリングルール（注）の中ではボルダ投票が最もコンドルセ勝者を選ぶ確率が高いということが知ら

れている（Newenhizen, 1992）上、シミュレーションに基づけばボルダ投票の結果はコンドルセ方式による結果や是認投

票による結果とほぼ一致することが知られている（Merrill, 1988）ので、数ある投票方式の中からボルダ投票を選ぶこと

が恣意的であるとの謗りは当たらない。 
（注）スコアリングルール：１番目の票には○点、２番目の票には○点、…と点を与えた上で、獲得総得点が高い候補を

当選とする投票方式。単純多数決はスコアリングルールの一例であり、１番目の票に１点、２番目以降の票に０点を与え

ている。図表２のボルダ投票は１番目の票に５点、２番目の票に４点、…、５番目の票に１点を与えているスコアリング

ルールとなっている。 
11 有権者が自分の信念に沿って正直に投票する場合はこの仮定が成立するが、実際には戦略投票（有権者が自分にとって

望ましい結果を得るために、敢えて自分の信念とは異なる投票行動を行うこと。）が有り得るので、この仮定がどの程度成

立するのかは定かではない。なお、選択肢が３つ以上ある場合、戦略投票を惹起しないような真っ当な投票制度は存在せ

ず（ギバード＝サタースウェイトの定理）、ボルダ投票のような制度を用いたところで戦略投票の可能性を排除できるわけ

ではない（Gibbard, 1973; Satterthwaite, 1975）。もっとも、戦略投票の可能性は排除できずとも、戦略投票を行うため

の計算が困難であることから、実質的に戦略投票が不可能であるような真っ当な投票制度は存在しうるとの研究もある

（Bartholdi III et al, 1989）。 
12 例えばクローニングと呼ばれる戦略的擁立に脆弱であることが指摘されている。 

図表２ ボルダ投票の適用例 

候補者 

有権者 

加藤候補 木村候補 久喜候補 毛塚候補 河野候補 

安藤さん ５ ４ ３ ２ １ 

伊藤さん １ ３ ２ ４ ５ 

宇野さん ３ ４ ５ ２ １ 

遠藤さん ２ ４ １ ３ ５ 

合計得点 １１ １５ １１ １１ １２ 
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た（Gehrlein & Lepelley, 2017）ことから名づけられている13。もっとも、ボルダがこの制度の初の考案者

という訳ではなく、ラモン・リュイ（Ramon Llull、1232-1315）、ニコラウス・クザーヌス（Nicolaus Cusanus、

1401–1464）などにより何度か（再）発明されてはいる（Clark et al., 2012）が、ボルダの発表した案がフ

ランス科学アカデミーの会員を選ぶ際に使われたことなどもあり、現在でもこの投票制度にはボルダの

名が冠されている。このような投票制度は現在、スロベニア、キリバス、ナウルといった国（Hao & Ryan, 

2016）で実際に採用されている14。 

次レポートと次々レポートでは、このボルダ投票に加え余命投票という、いずれも既存研究にある投票

制度について、筆者らが行った応用的な分析結果を紹介することとしたい。ジャン＝ジャック・ルソーは

共同体（国家）の成員である人民が総体として持つとされる意志を一般意志と表現した。ルソー自身は多

数決によって得られる意志を「全体意志」として一般意志と区別した上で、一般意志を決定する手続きに

ついては特に触れなかったが、コンドルセを始め、多くの俊英たちが、なるべく一般意志を反映するよう

な仕組みとすべく、その手続きについて検討を重ねてきた。今回紹介するような投票制度の仕組みは、そ

のようにして検討された手続きの一端であると考えることができよう。もっとも、完全無欠な投票制度

は存在せず 、社会の置かれた状況を踏まえながら、よりよい制度が日々研究されているところである。 

（続く） 
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